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制度から見た離島におけるインフラ整備事業の位置づけ
─離島振興法にみる公共事業をめぐる議論の変遷─
大　石　麻　子
要旨
代表的な条件不利地域振興政策の一つである離島振興法において，インフラ整備に係る政策は主に，国費補
助率のかさ上げ特例及びこの特例規定に基づく公共事業予算の確保という形で現れる。第二次大戦後，残され
た国土の再開発の必要性から離島が着目されると同時に，地域の住民利益，本土からの隔絶性という離島の特
殊事情といった観点も相まって離島振興法は成立した。以後，離島振興事業費の増加に加え，医療や教育，地
域文化の振興等，政策対象分野の多様化及び離島振興の目的自体の変容を受け，離島におけるインフラ整備は
地域活性化手法の一つとして更なる工夫が求められる。
キーワード：条件不利地域　離島振興法　公共事業　国費補助率
１．条件不利地域振興政策の中の公共事業
1.1　条件不利地域振興立法と公共事業
日本国内の地域振興政策の一環として実施される
公共事業には，制度上の特色として国費補助率のか
さ上げの特例が多く見られる。その制度化の具体的
なプロセスは，主に地理的に不利な条件下にある特
定の地域を指定し，その地域に対して講じるべき諸
政策を列記した法律（いわゆる条件不利地域振興立
法１）が，議員立法によって制定され，その中で公
共事業の国費補助率のかさ上げが規定されるという
のが１つのパターンである。
そこで，このような公共事業の制度上の位置づけ
がどのような考え方に基づいて成立し，どのような
変遷をたどり現在に至っているのか，またその成果
や課題はどう評価されているのかを，これらの条件
不利地域振興諸立法の中から，戦後最も初期につく
られ，かつ現在までその枠組みが継続されている離
島振興法を取り上げて概観する。
1.2　離島の状況
1.2.1　離島の現状
日本には6,852の島嶼があり，そのうち政府が特
別にその振興の支援の対象として離島振興法で指定
しているのは257島。5,209km2の面積に約42万6,000
人が住み，全国面積の1.38％，全国人口の0.3％を占
めている。その人口は1955（昭和30）年から2010（平
成22）年までの約50年で５割以上減少し，2000（平
成12）年から2005（平成17）年までの５年間の人口
減少率は８％にのぼる。一方，高齢者比率は1990（平
成２）年に19.4％だったのが，2010（平成22）年に
は33.5％に上昇し，全国平均の20％（2005（平成
17）年）を上回っている。また，離島市町村の財政
力指数は2003（平成15）年から2009（平成21）年ま
でを通じて0.2前後と，全国市町村平均が0.5前後で
あるのと比べ低水準にある。
次にインフラ整備状況に関連して，生活環境に着
目すれば概ね次の通りである。離島航路の利用者は
2002（平成14）年と2006（平成18）年を比較すると
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約11％減少し，離島航路の16％で減便又は廃止，
34％で運賃の値上げが実施されている。ブロードバ
ンドが利用できない離島は10島，光ファイバー等高
速インフラが整備されていないのは205島でこれは
離島全体の約８割を占める。水道普及率は98％でほ
ぼ全国と同程度だが，汚水処理人口普及率，いわゆ
る下水道の方は40％弱と，全国平均の約半分の水準
である。医師が不在の離島は全体の約４割に当たる
109島。産婦人科医がいる島は10島。ヘリポートが
設置されている島は100島。185島で介護保険施設が
整備されておらず，保育所がない島は166島ある。
島内に高校のある離島は約10％，2002（平成14）年
から2008（平成20）年までの間に，小学校は42校（約
11％），中学校は21校（９％）が廃校となった。
以上が国土交通省による離島の状況整理２であ
る。地方経済の衰退や限界集落の問題など，地方の
地域経済社会の課題が全国的に注目されて久しい。
経済成長に伴う地域間の急激な人口移動によって生
じる地域間での生活・社会条件の様々な格差に対し
ては，これまで，全国規模での格差是正施策が講じ
られ，多くの資源が投入されてきた３。しかし，離
島の状況をめぐる様々な数字に明らかなように，こ
うした施策が必ずしも地域の衰退を食い止めるのに
十分な効果を発揮してきたとは言い難く４，新たな
施策が必要であるとの判断の下，2012（平成24）年
に改正及び10年間の延長が措置されたのが，現行の
離島振興法である。そこでこの離島振興法の下で，
どのような目的と手段により施策が実施され，その
中での公共事業をめぐる議論及び位置づけの変遷が
どのようなものであったかを概観する。
1.2.2　「離島」の範囲
本論に入る前に，「離島」の範囲について整理し
ておくべきだろう。離島とはなにか。そもそも日本
の国土全体が島ではないのかといった議論は当然あ
り得る。そこで，「離島」を考える前提として，ま
ず「島」あるいは「島嶼」という言葉の意味につい
てみると，離島実態調査委員会編（1966）によれば，
「水圏（一般には海洋）をもって周囲を完全に囲ま
れ，本土（大陸また主島）に比して面積が相対的に
狭小な陸塊を，一つの地域として把握する場合に用
いる地理的概念である」と定義され，さらに「離島」
については，本土から自然的・地理的に隔絶した島
嶼の意味であるが，どの程度の隔絶をもって離島と
するかは学術的にも日常的にも定義はない，と述べ
られている。これに対し，日本の人文地理学上の離
島研究を俯瞰した宮内（2006）５は，上記は本土に
含まれる「主島」は島嶼ではないことになり，不完
全な定義ではないかと指摘し，「「島」とは自然的概
念であって，地球上の陸地で習慣上「大陸」とよば
れているものを除けば，すべて島であるといえる。」
とする河地貫一による定義を賛同的に紹介し，「（本
稿において）島とは，水圏によって明確な境界を持
ち，かつ大陸と比較して面積が狭い陸地である」と
している。
以上の様に，離島という概念は必ずしも一義的に
定義されるものではなく，論じる目的によって，何
を離島とするかを個別に定義する必要があると考え
られる。そこで本論文においては，既存の政策枠組
みを起点とし，その中での公共事業という特定の政
策について概観するという趣旨に照らし，離島とは
離島振興法上の離島を指すものとする。ただし，離
島振興法においても制定当初は離島の定義が明確で
はなく，単に「本土より隔絶せる離島」と規定する
のみであったという点は付言しておく。ここでいう
「隔絶」が具体的にどの程度のものなのか，後に離
島指定基準が定められたものの，「本土との最短距
離５キロ以上」，「本土との最短航路距離５キロ以
上」，「本土との最短距離が外海の島しょにおいては
おおむね５キロ，内海の島しょにおいてはおおむね
10キロ」など，時期によって変容し，「離島振興法
でいう離島とは，いわゆる「離れ島」というより，
むしろ本土たる本州・北海道・四国・九州の周辺に
散在する「属島」の意味ともはや大差はなくなった」
との評価もある６。
本論文が主眼とする，条件不利地域たる離島にお
ける公共事業の政策的位置づけとの関係では，こう
した流動性を前提としつつ，現在の離島振興法上の
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離島を，本土との社会・産業基盤上の格差が存在し，
それを国の政策資源を投じることで是正すべきもの
としての「離島」を具体化したものと見なし，これ
を対象と考えることとしたい。
２．離島振興法の成立及び公共事業規定の位
置づけ
2.1　立法前史
2.1.1　戦前の離島をめぐる政策
離島振興法制定の前史を離島実態調査委員会編
（1966）を基に概観する。離島の隔絶性，土地や水
資源の乏しさといった自然的条件から，離島は常に
孤立的で後進的な社会であったように考えるとすれ
ばそれは誤りであって，むしろ海上交通が主要な移
動手段であった時代には，離島が経済的に発展した
地域であった。しかし明治期以降は，汽船への転換
と鉄道の発達に伴って，離島の多くが商交ルートか
ら外され後進地域に転落した。
離島のこうした状況に対する戦前の政策は，後進
性の除去よりもむしろ，後進性の存在を前提として
市制町村制の適用除外など行政上の制約が課せられ
る傾向にあった。具体的には，町村会議員の定数や
その選挙方法を府県知事が定めること，助役を置か
ないこと，町村長を府県知事が任免すること，町村
の有給吏員の給料額等も府県知事が定めること等，
一般には町村会が議決すべきことが府県知事の権限
になっていた。また，日本の義務教育の普及を促進
した学制についても，離島は尋常小学校の設置義務
を免除され７，また選挙についても離島では行わな
いこととされるなど８の例があげられている。同様
の事象について，阿部（1992）は，現在の鹿児島県
十島村について，町村例施行当時，政府が鹿児島県
の申請に基づき，十島には町村制を施行せず大島島
庁の管轄下に入れたこと，その理由として県当局が
「内地と民度習俗を異にし，本制を施行し難きに付
き」と政府に具申していることや，小学校令と徴兵
令が，本土に遅れて町村制が施行されるのと同時期
の1908（明治41）年にようやく施行されたことなど
を紹介している９。
なお，離島に対する振興政策については，この徴
兵令施行を契機に政府の補助による航路がトカラ諸
島に寄港することとなった10ことや，沖縄に対する
振興計画の立案11等があるものの，いずれも積極的な
離島政策とは言い難いとものであったとされている。
2.1.2　離島を対象とする振興立法への動き
戦前の日本の離島の多くがほとんど政府の政策対
象にならなかったのに対し，戦後の離島をめぐる状
況には徐々に変化が現れた。その中で離島振興法の
制定につながる前段として三つの流れをあげておき
たい。
一つ目は，国土開発の対象としての離島への着目
である。敗戦により国土面積が半分となり，その徹
底的な再開発の必要にせまられる中で，離島もその
対象となった。1950（昭和25）年に「国土総合開発
法」が制定され，開発の対象とされた特定地域には，
島根県隠岐島，長崎県対馬，鹿児島県種子島・屋久
島の三つの離島地域も指定された。
二つ目は，そうした開発機運の一方で，離島の生
活水準の低さを問題視し，離島を有する県の単独の
事業により土地改良等に取り組む動きが現れたこと
である。中でも佐賀県は，当時アメリカ占領軍の佐
賀県民政部にいたノーリン中尉が県内離島の一つで
ある小川島を視察してその生活水準の低さに驚き，
佐賀県知事に話したのが契機となって県の出先機関
や市町村関係者により1950（昭和25）年に離島振興
委員会が発足し，県単独事業に取り組んだ12。この
動きにはその後の離島振興の思想との共通点が多く
みられる。全国的・広域的な利益に重点を置く国土
総合開発の流れに乗ることの困難な大多数の離島に
ついて，地域の住民利益を優先させる開発政策を樹
立すべきである，という離島振興法制定の運動を推
進した地方自治体の主張へと発展していくことにな
る。
三つ目は，離島振興法の制定に先立つこと一年，
議員立法によって離島を特別に対象にした初の立法
である「離島航路整備法」が制定されたことである。
これは，島民生活や離島の産業にとって不可欠の交
通機関であるという，離島航路ならではの公共性の
高さと，その一方で運賃の制約等による経営の脆弱
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性，加えて多くの航路の旅客船が更新時期を迎えて
おり，航路事業者の経営に更なる負担が予想される
ことなどの課題を踏まえて，離島航路事業者に対す
る事業経営の助成のための国の特別措置を定めたも
のであった13。このことは事業者助成という観点に
限定されてはいたものの，離島の特殊事情，特に本
土からの隔絶性に起因する生活条件や経済条件の
様々な困難性が，国の特別な助成を正当化する根拠
となったことを示している。
2.2　離島振興法の制定
2.2.1　制定経緯と法案内容
離島のみを対象にした振興立法の構想は，1951（昭
和26）年頃に島根県によって立案されたといわれて
いる14。構想の主な内容は，特定の離島を大臣が指
定し，公共事業を特別に高い補助率で実施すること
を通じて，10年間で内地並みの開発水準を達成する
というもので，現在の離島振興法の趣旨にほぼ近似
している。島根県はこれを「離島開発法」要綱案と
して，多くの離島を有する長崎県を訪れて協議した
ところ，ちょうど長崎県でも独自に離島行政の樹立
に向け検討を進めていたところで，両県はただちに
意見の一致をみることとなり，離島を有する他県に
も呼びかけ，法制定の運動が全国的に展開されて
いった。法案名も「離島振興法案」に改められ，東
京，新潟，島根，長崎，鹿児島の五知事により離島
振興対策協議会が設立され，法案は離島選出の国会
議員による超党派での議員立法として，国会に上程
されることとなった15。
法案は全部で十二ヶ条からなる10年間の期限立法
で，目的規定（第１条）では，離島の隔絶性という
特殊事情による後進性を除去するため，離島の基礎
条件の改善，産業振興対策の樹立とこれに基づく事
業の迅速かつ強力な実施により，経済力の培養，島
民の生活の安定及び福祉の向上を図り，あわせて国
民経済の発展に寄与することとされた。
対象地域については，離島振興対策審議会の意見
を聞いて内閣総理大臣が指定することとされ，指定
された地域については，関係都道府県知事が離島振
興計画を作成し内閣総理大臣に報告すること，また
これを受けた内閣総理大臣は，離島振興対策審議会
の意見を聞いて離島振興計画を定め，知事に通知す
ることとされた。
この振興計画に基づいて，内閣総理大臣はあらか
じめ知事の意見を聞いた上で毎年度事業計画を作成
し，事業計画に基づく事業は国，地方公共団体その
他の者が実施することとされた。また，離島振興計
画の実施に関する経費は毎年度，国の財政の許す範
囲内で予算計上すべきこととされた。
具体的な振興計画の内容としては，①離島交通確
保のために必要な施設整備，②資源開発，産業振興
のために必要な施設整備，③災害防除のための国土
保全施設整備，④住民の福祉向上に必要な教育，厚
生，文化諸施設整備が規定され，これに関連して港
湾，漁港，道路の整備事業について，国の負担率又
は補助率を引き上げる特例措置，いわゆる「補助率
のかさ上げ」が合わせて規定された。
その他，離島振興対策審議会を総理府に設置する
ことや，審議会の構成員として衆・参両議員及び関
係省庁，地方自治体の首長，学識経験者が列挙され，
その人数や任期も規定された。
2.2.2　法案審議過程での議論
離島振興法案は，議員提案により超党派で推進さ
れてきた経緯から，政党間で事前に合意が成立して
おり，衆参両院ともに全会一致で可決されている。
しかし，法案への賛成を前提としつつも，法案の趣
旨や内容について法案審議の場面で投げかけられた
問いの中には，現在に至るまでの離島振興に通ずる
論点が既に含まれている。
一つは，法の対象とする「離島」の定義について
である。答弁に立った提案者16は，本土からの距離
を厳密に規定するということは難しいので，「隔絶
している」という表現をもって社会的，地理的意味
を合わせて考えるべきだと説明したが，この説明に
対しては次のように反論されている。法律を作るか
らには開発に値する離島でなければならない。もっ
と言えば離島自体が国土資源の開発という観点から
みて特別に有利であるという根拠が必要だ。つま
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り，国の限られた財政状況の中で重点的に開発予算
を投じるとすればその対象は他の地域よりも開発効
果が高いと見込まれる地域であるべきである，と。
また，一定の地域や面積などを定めておかなけれ
ば，そのうちあらゆる離島から指定申請が上がって
きて，法の目指す開発の効果がなくなってしまうの
ではないかといった懸念も示された。
関連して，「離島」そのものに特例を設ける理由
が不明確なのではないかとの指摘もなされた。離島
振興法に基づいて投じられる国費は結局離島以外の
人の負担になるのだから，例えば離島が国家に対し
て特別に貢献しているにもかかわらず見捨てられて
おり，そのために生活が低くて困っている，といっ
た特段の理由がなければならないと主張された17。
更に，法制度をつくることの必要性についても問
われている。事業の補助率のかさ上げが目的なら
ば，離島についてわざわざ特別に法律をつくらなく
ても，それぞれの事業について定めた法律に補助率
の特例を追加規定すればよいのではないか18，との
指摘である。これに対して提案者は，離島の窮迫の
原因は離島の隔絶性，途絶性という特殊条件からき
ている場合が多いので，そうした困難な事情を少し
でも軽くして根本的な解決をしていく観点から離島
振興法が必要である，と説明している。
なぜ離島なのか，その範囲はどこまでなのか，目
的は開発による経済効果の発現なのか，それとも島
民の生活，経済状況の改善なのか，いずれも法案審
議の場では必ずしも明確な議論の収れんに至らな
かったが，指定対象の範囲については，①本土の外
海に存在すること，②その島と本土との間の交通が
非常に不安定であること，③島民の生活が本土に強
く依存していることの三つの方針によって行うべき
であるとの見解が追加された19。
３．離島振興法の下での公共事業
3.1　補助率かさ上げ対象事業の拡充
離島振興法は10年間の期限立法で，法期限が到来
するたびに法期限の延長とあわせて規定内容の必要
な改正が行われ現在に至っている。特に規定内容に
関しては，離島に対して特別に支援を講ずべき分野
や手段が順次追加されているのが特徴である。
中でも，法制定以降約30年間は，公共事業の補助
率かさ上げの対象事業が追加されるとともに，離島
振興事業費の規模が増大していくという傾向が顕著
である。主なものをあげれば，法制定当初の事業対
象であった港湾，漁港，道路の他に，簡易水道，空
港，公共土木施設災害復旧，公立学校の教員住宅，
学校教育・社会教育施設整備の追加，更に簡易水道
のかさ上げ率の引き上げなどがある。
ただし一方で，港湾と漁港の水域施設及び外郭施
設と空港の整備について，当初国が全額負担又は補
助することとされていたが，事業規模全体の拡充を
目指すという観点から，一部を関係地方自治体で負
担し国の負担又は補助の割合を引き下げるといった
改正も行われている20。
これらの法規定に基づく公共事業に対する国の財
政支援の態様は次のようなものである。
まず，離島振興法にはそもそも公共事業の国費予
算を離島に重点的に配分することを目的として制定
されたという背景がある。生活基盤としての道路や
港の整備，災害復旧などを行う際には，国の補助以
外の部分を地元で負担しなければならないが，多く
の離島は市町村の財政規模が小さく住民所得も低い
ため，これを負担することができない。その結果，
離島で公共事業が行われず，本土に比べて生活水準
が低位な状態にとどまってしまう。そこで，離島に
ついては，同じ国の公共事業であっても，国の補助
分の割合を大きくすることで地元負担を軽減し，離
島でも本土と同じように公共事業が行われ，基盤整
備が進むようにしようというのが，離島振興法の主
眼であった21。
そこで，制定当時の議論では特に，離島向けの公
共事業規模の総量の確保という点が重視された。例
えば法案提案者の説明は次の通りであった。現行の
離島全体への公共事業規模が大体２億足らずであ
る，そこでこれを年間５億円，10年間の法期限まで
で総額50億あれば，離島の後進性を取り戻し，内地
に近い基礎条件が整う見込みである，と22。
しかし，この考え方に対しては次のような課題も
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指摘されている。まず，そもそも予算規模，特に公
共事業予算の規模は毎年の経済・社会情勢によって
変動するものであり，政府予算全体の中で離島の公
共事業分の規模をあらかじめ確定することは困難で
あるという点，更に，事業対象となる離島自体が増
加すれば，事業効果が薄まってしまう点などである。
また，実態として日本全体の経済成長に伴って本
土での開発が加速し，離島が目標とする「本土並み
の水準」そのものが変化していったこともあって，
当初見込んだ予算規模では到底，離島の後進性を除
去できないのではないかとの声が高まっていった23。
また，対象となる事業は当初，各離島振興計画に
基づいてはいるものの，道路なら建設省，漁港なら
農林水産省というように関係各省が個別に予算計上
していた。しかしこの方法では，離島は事業効果の
面で本土よりも不利であるため，結局採択が後回し
になってしまうのではないか，あるいは離島全体の
公共事業総額を確保するということができないので
はないかとの指摘がなされた。
これを受けて，離島振興関係の予算は離島振興法
を所管していた経済企画庁（当時）に一括計上され，
経済企画庁が離島の要望を聞きながら関係各省と調
整して予算を計上し，計画の進捗を管理することと
なった24。
こうした動きの中で結果的に離島振興事業費は大
幅に増加し，1953（昭和28）年に当初約７億円だっ
た事業費は，1980（昭和55）年まで一貫して前年度
額を上回り，また全国公共事業費との比較でも当初
0.7％だったのが２％に上昇，事業総額は最初の10
年間に約200億円，第２期の10年に約1600億円，第
３期には約8,500億円規模に上った。当時は全国の
公共事業費自体も増加していたが，例えば1953（昭
和28）年度の離島振興事業費及び全国の一般公共事
業費をそれぞれ100とした場合，1979（昭和54）年
度当初予算規模では，全国値が6,211に対して離島
の値は17,106となっており，増加割合の大きさが確
認できる。
一方で，離島の公共事業予算をめぐって新たな議
論が起きた。一つは，国費の増加分が本当に事業量
の増加につながっているのかという疑問の提起であ
る。いくら国費分を増やしても地元側，具体的には
都道府県が，自分の負担割合をその分引き下げた
り，あるいは離島向けの事業量自体を抑制するなど
により，離島ではなく都道府県の負担軽減に置き換
わっているのではないかとの指摘がなされた25。条
件不利地域振興政策をめぐる政府と地方自治体の役
割をめぐる問題である。
関連して，離島振興法が数次に渡り延長されてい
く間に，過疎地や山村など離島以外の地域を対象
に，立法や予算措置により離島振興法と同じような
国費の補助率かさ上げが広範に行われるようになっ
たという事情の変化もある。特例措置としての効果
の薄まり26，あるいは，そもそも離島だけを特別に
扱う必要性が再度問われるに至った。
こうした中で「行政改革を推進するため当面講ず
べき措置の一環としての国の補助金等の縮減その他
の臨時の特別措置に関する法律」が制定された27。
これは，厳しい財政状況に鑑み，離島振興法を含む
補助率のかさ上げの特例措置を縮減することを規定
したもので，その結果，一貫して増加してきた離島
振興事業費は初めて前年度より減少し，対全国公共
事業費も２％から1.75％に引き下げられた。
3.2　政策対象分野の多様化
「行政改革を推進するため当面講ずべき措置の一
環としての国の補助金等の縮減その他の臨時の特別
措置に関する法律」の制定により離島振興事業費が
初めて減少に転じた1979（昭和54）年以降の動きと
しては，離島振興法の規定内容の変化が着目され
る。それ以前の法規定は，公共事業の補助率かさ上
げ対象範囲の拡充が中心であったのに対し，1983（昭
和58）年の法改正・延長では，公共事業に限らず，
医療の確保，高齢者福祉の増進，教育の充実，地域
文化の振興など，より幅広い政策対象分野を規定
し，併せて金融支援や税制措置などの新たな支援手
法も追加された。こうした傾向は直近の法改正・延
長が行われた2012（平成24）年まで一貫して見られ
る点である。
あわせて特徴的なのは，この時期以降，離島振興
法の目的規定への変更が度々行われている点であ
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制度から見た離島におけるインフラ整備事業の位置づけ
る。その変更内容は概ね二種類の性質に分けること
ができる。
一つは離島振興法に基づいて支援すべき政策分野
の明示化であり，例えば「後進性の除去」という文
言を「産業基盤及び生活環境の整備等が他の地域に
比較して低位にある状況の改善」に変更し，更に
「人の往来及び生活に必要な物資等の輸送に要する
経費が他の地域に比較して多額である状況の改善」，
「地域間交流を促進し，もって居住する者のない離
島の増加及び離島における人口の著しい減少の防止
並びに離島における定住の促進」等の事項が追加さ
れている。二つ目は，離島振興を行うべき理由の明
示化である。1983（昭和58）年の法改正以降，「国
土の保全，海洋資源の利用，自然環境の保全」，「我
が国の領域，排他的経済水域等」の保全，「多様な
文化の継承，自然との触れ合いの場及び機会の提
供，食料の安定的な供給等我が国及び国民の利益の
保護及び増進」等の事項が追加されている。
こうした規定変更の内容を全体的に俯瞰すると，
多額の公共事業費を投じながらも離島地域の人口減
少基調に歯止めがかからず，地域間格差が解消され
ない中で，公共事業によるインフラ整備だけにとど
まらず，より多様な支援の必要性が顕在化している
現場の状況に応え，かつ，本土との格差解消や日本
全体の経済発展に貢献するためというだけでなく，
国土保全，文化継承，自然体験といったより広範な
離島の役割を示し，そうした役割を果たすためには
離島人口の著しい減少を防ぐ必要があるとの目的を
法に記載することで，政策資源を投入すべき理由を
明らかにするとの意図が伺える。
４．今後の展望
離島における公共事業について，法制度及び財政
上の位置づけの変遷を以上のとおり概観した。制度
という視点からは，少なくとも規定上は補助率のか
さ上げ措置に関する施策から，より多様な政策分野
への着目及びソフト事業の重視への変遷が確認され
た。
ただし，離島振興事業予算は一旦縮減されたもの
の，以降2001（平成13）年まではほぼ増加を続け，
補助率のかさ上げ措置も現行の離島振興法まで継続
されている。人口の減少防止，定住の促進といった
現行の法目的に照らしても，交通の確保はむしろ最
も重要な政策主題の一つであり，公共事業によるイ
ンフラ整備の必要性自体を前提とした上で，加え
て，例えば離島は人や物資の輸送費が割高である点
についてのソフト事業支援を検討すべきといった議
論が行われていることが示すように，求められる政
策の範囲はハード事業・ソフト事業にまたがり，よ
り多層化・複合化していると見るべきだろう。
そうした中で，人口・財政面で小規模な多くの離
島において，例えば，大規模なハード施設を整備し
ても長期的には維持費などで過大な負担を発生さ
せ，かえって離島の財政を悪化させるのではないか
とか，島民が一時的な現金収入を求めて農林水産業
から公共事業関連産業に転換することは個々人の将
来展望の喪失を助長し，地域活性化の妨げになるの
ではないかといった，いわゆる公共事業全般に対し
て従来から指摘されている諸課題28を乗り越え，真
に離島の発展に資する形で事業が行われるための工
夫が今後ますます求められるものと考えられる。
たとえば，近年着目されている離島の地域活性化
の手法として，それぞれの離島固有の資源や条件を
活用した多様な担い手による取組の事例として，観
光業者以外の島民や島外からの移住者が参加し行っ
ている，NPO法人を主体とした島内での漁業体験
や農家・漁家への民泊を組み合わせたグリーンツー
リズムの展開29や，瀬戸内海の複数の離島を舞台に
行われている，昔ながらの漁村風景や高齢者が中心
の集落の緩やかな営みと現代アートのコラボレー
ションによる芸術祭30などがある。こうしたソフト
の取組と整合するインフラ整備が行われることに
よって，相乗効果として離島の維持が図られると
いった姿を目指すことは，その１つの方向性である
といえよう。ただし，そうした方向に制度や政策設
計を発展させていくとすれば，その事業内容の評価
や規模の適正性の判断に係る新たな視点，合わせて
財源や諸権限をはじめ政策の主体性をめぐる制度議
論も求められると考える31。
167
Hosei University Repository
注１　条件不利地域を指定しその振興政策を特別に講じるこ
とを目的とした地域振興立法には，離島振興法（1953（昭
和28）年施行）の他に，奄美群島振興開発特別措置法
（1954（昭和29）年施行），豪雪地帯対策特別措置法（1962
（昭和37年）施行），山村振興法（1965（昭和40）年施行），
小笠原諸島振興開発特別措置法（1969（昭和44）年施行），
半島振興法（1985（昭和60）年施行），過疎地域自立促
進特別措置法（2000（平成12）年施行）がある。戦後の
国土政策における地域振興政策を振り返り，今後を展望
したものとして橋本（2009）。
２　国土交通省国土政策局離島振興課（2012Ａ）
３　橋本（2009）２ページ
４　例えば国内の多数の地域で人口が減少し，2050年には
現在の居住地域の２割が無居住化すると予想したものと
して，国土審議会政策部会長期展望委員会（2011）『国
土の長期展望中間とりまとめ』６ページ
５　宮内（2006）61ページ
６　離島実態調査委員会編（1966）８ページ
７　小学校令（明治23年勅令215号）
８　東京都制施行令（昭和13年勅令第509号）
９　これに関して阿部（1992）はさらに，地方自治の付与
と，徴兵などの新たな負担とは，ワンセットであったと
理解することもできると述べている。
10　阿部（1992）５ページ
11　沖縄県民の国税納付額が同県に投下される国費額を毎
年大きく上回っていたことから，超過分を振興事業費に
あてようとの構想に基づき，1932（昭和７）年から沖縄
県産業振興15カ年計画が立案されたが，額的には限定的
なものであったとされている。（離島実態調査委員会編
（1966）29ページ）
12　離島実態調査委員会編（1966）30ページ
13　1952（昭和27）年５月30日衆議院運輸委員会提案理由
説明
14　離島実態調査委員会編（1966）31ページのほか，鈴木
（2006）に当時の関係者のやりとりが紹介されている。
15　なお，当初1953（昭和28）年３月（第15国会）に提案
された離島振興法は，上程翌日の突然の解散により審議
未了となり，選挙後の国会に再度提出された。
16　離島振興法は議員立法であるため，質疑の答弁は主に
法案提案者である国会議員が行っている。
17　1953（昭和28）年６月29日衆議院経済安定委員会山本
委員発言
18　1953（昭和28）年７月７日参議院経済安定委員会永井
委員発言
19　1953（昭和28）年７月１日衆議院経済安定委員会付帯
決議。なお，その後離島振興対策審議会で指定基準が決
定されるまでの経緯について鈴木（2006）参照
20　国の補助率の引き下げ理由として，①北海道並みの補
助率にすべきとの関係省庁の観念，②事業量を伸ばすこ
とを重視すべきであるとの考え方があげられている。
（改正法案の提案者である白浜議員発言。1972（昭和47）
年５月10日衆議院商工委員会）
21　離島振興法を企画した経緯について，当時の災害復旧
事業は採択基準の規模も補助率の地元負担分も大きすぎ
て離島市町村に適用できない状態であったので，採択基
準についても地元負担分についても離島に特別な制度が
必要だと考えた，と当時の関係者は述べている。鈴木
（2006）135ページ。
22　1953（昭和28）年７月７日参議院経済安定委員会提案
者発言
23　1956（昭和31）年３月23日衆議院商工委員会中崎委員
発言
24　「離島振興関係公共事業（簡易水道及び電気導入を含
む）については，各種の事業及び事項に比較的少額の予
算が計上されているため，地域毎の総合的な効果を発揮
することが著しく困難となっている事情にかんがみ，こ
れらの予算を昭和33年度から経済企画庁の所管に一括し
て計上し，その使用に際しては，各省庁所管に移し替え
るよう措置するものとする。ただし，北海道関係の予算
については，従来どおり北海道開発庁に計上するものと
する。」（昭和32年３月８日「離島振興予算についての閣
議了解事項」）
25　1962（昭和37）年２月22日参議院地方行政委員会矢嶋
委員発言
26　2002（平成14）年７月18日参議院財政金融委員会椎名
委員発言。
27　1977（昭和52）年法律第93号。なお，離島の特殊事情
からくる後進性の除去という離島振興法の立法趣旨から
いって，臨調の答申により法の原則を切り崩すのは問題
ではないかとの質問に対して，政府は「地域特例は大体
高度経済成長になってから税収に余裕ができて，地域の
不均衡をなんとか直そうという時限立法でできたもので
ある。補助金の上の「おまけの補助金」であり，目的を
果たせば自然になくなるものである。このように厳しい
財政事情なので，６分の１を縮減し，しかしそれは地方
自治に支障のないような財政上の裏付けをしている（起
債及びその負担分の地方交付税交付金による措置）の
で，行政改革も一緒にやっていただきたい。」と答弁し
ている。（1981（昭和56）年10月19日衆議院行政改革に
関する特別委員会）
28　離島の過疎問題について，村落の社会構造の崩壊が進
み，生活基盤の整備によってももはや過疎化はとめられ
ないのではないかとの懸念を示した比較的初期の論文と
して，中野正大（1973）「過疎化のすすむ離島村落のモ
ノグラフ─五島列島，黄島の場合─」『長崎大学教養部
紀要』14号。一方，住民生活を保障し，地域住民主体の
地域資源活用による内発的発展のための社会資本整備の
方向性を論じる必要性を述べたものとして，風呂木武典
（2004）『過疎・過密論からの離島問題の考察─補論・過
疎地域へのシビルミニマムの援用についての検討─」
『広島商船高等専門学校紀要』26号，33ページ
29　国土交通省都市・地域整備局離島振興課（2011）126
ページ
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制度から見た離島におけるインフラ整備事業の位置づけ
30　瀬戸内国際芸術祭についてはHP（http://setouchi-
artfest.jp/）参照。同様の趣旨を持つ先行的な取組とし
て，大地の芸術祭越後妻有トリエンナーレがある。大地
の芸術祭については北川フラム（2010年）『大地の芸術
祭』角川学芸出版参照。
31　本論文は2013年８月30日開催「東アジアにおける公共
政策の課題」（法政大学・北京大学・延世大学学術交流
協定締結記念国際会議）ラウンドテーブルＡ（テーマ：
公共政策とインフラ整備）における発表の要約である。
作成及び発表にあたり法政大学大学院武藤博己教授，申
龍徹准教授及び北京大学白智立教授に貴重なご指導，ご
意見を頂戴したことに感謝申し上げる。なお，本論文の
内容は全て筆者の個人的な見解である。
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